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『シフト制』労働契約にあたって留意すること 

労働基準法では、使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して「始業及び終業時刻」や

「休日」に関する事項などを書面により※明示しなければならないこととされています。 

① 「始業及び終業の時刻」に関する留意事項 
始業・終業時刻が確定している日について 

✕ 「シフト表による」 （曖昧な表現のため） 

○ 労働日ごとの始業及び終業時刻を明記する。 

○ 原則的な始業及び終業時刻を記載 ＋ 一定期間分のシフト表等を労働者に交付する。 

 

② 「休日」に関する留意事項 
 休日が定まっている場合は明示する。 

 具体的な曜日等が確定していない場合は休日の設定にかかる基本的な考え方を明示する。 

   

③ シフト作成・変更・設定の手続き 
シフトの決め方については、あらかじめ労使間で話し合い、単に「シフト制による」という曖昧な

契約ではなく具体的なルールを決めておくことが大切です。 

 

❍シフト表の作成にあたり、事前に労働者の意見を聴取すること 

❍確定したシフト表などを労働者に通知する期限や方法 

    「毎月○日までにシフト表により明示する」 

❍シフト期間開始前及び開始後に変更を申し出る場合の期限や手続き 

❍一定の期間中に労働日が設定される最大の日数、時間数、時間帯 

    「毎週月・水・金曜日から勤務する日をシフトで指定する」 

   ❍一定期間中の目安となる労働日数、労働時間数 

「1か月○日程度勤務」「１週間あたり平均○時間勤務」 

   ❍最低限労働する日数、時間数 

    「１か月○日以上勤務」「少なくとも毎週月曜日はシフトに入る」など 

書面※で交付しなければならない事項 
 

●契約期間 

●期間の定めがある契約を更新する場合の基準 

●就業場所、従事する業務 

●始業・終業時刻、休憩、休日など 

●賃金の決定方法、支払い時期など 

●退職（解雇の事由を含む） 

●昇給 

※労働者が希望した場合は、電

子的な方法で明示することがで

きます。 

 コロナ禍で飲食店などが営業停止などになり、いわゆる「シフト制」で働くパート・アルバ

イト社員のシフト減少による収入減少が問題になりました。そこで、令和４年１月、トラブル

予防に向けて厚生労働省が「留意事項」を公表しました。 

 今回は特に重要と思われる「労働条件通知書・雇用契約書の記載」についてご紹介します。 

週の所定労働日数が定まっていない場合の有給休暇の付与日数は…？ 

 所定労働日数が算出し難い場合には、年間の勤務実績で所定労働日数を算出しても差し支えないとされてい

ます。また、入社後 6ヶ月経過後に付与される有給休暇については、過去 6ヶ月の労働日数の実績を 2 倍した

ものを「1年間の所定労働日数」とみなして判断することで差し支えないとされています。 

（訪問介護労働者向けに出された行政通達 平成 16 年 8 月 27 日 基発 0827001 号） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
   
 

 
  

  

 

 
 
 
 

 

 

《筆者：小池》 

私のひとこと 

お 知 ら せ 


